






















要約

  茨城県立こども病院の母子保健への関与の現状と将来について県内の 14 県保健所の保

健婦 110 人ならびに県内 87 市町村保健婦 490 人を対象に無記名によるアンケート調査を

行った。回答率は,保健所保健婦が,68.2%,市町村保健婦が,70.4%であった。

  保健所保健婦の主な要望は、小児精神の医療、障害児の医療と養育、思春期問題、虐待

児問題への取り組みであった。これらはいずれも県保健所の専門的業務に含まれる項目で

あり、保健所保健婦対応に苦慮している問題と考えられる。在宅医療については内容が高

度化、複雑化しているためか、積極的な関与という姿勢には乏しかった。今後は具体的な

内容を含めて市町村保健婦との連携を模索する必要があるとする意見が多かった。

  市町村保健婦の場合には、こども病院が県北に位置するため関心には個人差が大きかっ

た。精神運動発達遅延児の医療と療育への要望が多数であった。特に小さな市町村ほどそ

の要望が大きかった。また小児精神、思春期問題に対する関心も高かった。平成 9年から

の乳児健診の方法では,混合方式が 6 割弱と最も多く、すべて個別委託方式は、9.7%にす

ぎなかった。また、新生児訪問の方針では,全出生児を対象とする市町村が、43.5%であっ

た。幼児健診を実施する医師の専門は、小児科認定医が 46%にしかすぎず、医師への研修

の必要性を示唆された。

 保健婦全体として、こども病院での研修会の必要が高いとするのは半数であり,その時間

帯としては 6 割が平日の勤務時間内を望んでいた。研修会の開催には内容,開催時間での

工夫の必要性を痛感した。


